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1 Da igasグループの概要

創業 1905（明治38）年

グループ従業員数 20,941⼈

⼤阪ガス従業員数 3,203⼈

お客さまアカウント数 約940万
ガス供給 約503万

電⼒供給 約151万
その他サービス 約286万

関⻄の都市ガス供給エリア

国内エネルギー・
ガス

52%

国内エネルギー・電⼒
12%

海外エネルギー
18%

LBS
15%

セグメント利益
1,261億円

国内エネルギー・
ガス

67%国内エネルギー・電⼒
18%

海外エネルギー
5%

LBS
16%

売上⾼

■ 国内エネルギー ガス事業
ガス販売、ガス機器販売、ガス配管⼯事、
熱供給、LPG販売、LNG販売、産業ガス販売

■ 国内エネルギー 電⼒事業
発電、電気供給

1兆3,641億円

■ 海外エネルギー事業
海外におけるエネルギー供給、発電
LNG輸送タンカーの賃貸、⽯油・天然ガスに関する開発・投資

■ ライフ&ビジネスソリューション（LBS）事業
不動産の開発・賃貸、情報処理サービス、
ファイン材料・炭素材製品の販売

2021年3⽉期

※セグメント間取引消去等のため
合計は100%にならない

ガス販売量
7,157百万m3

電⼒販売量
16,133百万kWh

会 社 概 要



2 2050年カーボンニュートラルへの挑戦
 Daigasグループは、再⽣可能エネルギーや⽔素を利⽤したメタネーションを軸とした都市ガス原料の脱炭素化や、再⽣

可能エネルギー導⼊を軸とした電源の脱炭素化により、「2050年カーボンニュートラル実現」へ挑戦し、
⾰新的なエネルギー・サービスカンパニーとして、持続可能な社会の実現に向けたソリューションを提供していきます

 また、省エネや天然ガスの⾼度利⽤、再⽣可能エネルギーの普及などによる徹底したCO2排出量削減貢献を進めます

2020 2023 2030 年 2050 年

イノベーションにより当社グループ事業におけるカーボンニュートラル実現へ挑戦 カーボン
ニュートラル

社会全体へのCO2排出削減貢献

 脱炭素技術確⽴までに最⼤限のCO2排出削減貢献を推進
 天然ガス⾼度利⽤・海外でのLNG普及拡⼤・再⽣可能エネルギー普及を推進

 都市ガス原料の脱炭素化に向けたメタネーション等の技術開発
 2030年メタネーション実⽤化（都市ガス導管注⼊）
 再⽣可能エネルギー導⼊を軸とした電源の脱炭素化

再⽣可能エネルギー普及貢献
国内電⼒事業の再⽣可能エネルギー⽐率
CO2排出削減貢献

500 万kW
50 %程度
1,000 万トン

(2030年度⽬標)

カーボンニュートラルビジョン



3 熱需要の脱炭素化

出典︓2021年4⽉22⽇ 2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅（第41回基本政策分科会）

脱炭素社会における都市ガスの役割①



4 熱需要の低・脱炭素化への貢献

産業⽤の⾼温熱需要は
⽯炭・⽯油系燃料の利⽤が多い

天然ガス・合成メタンによる
低・脱炭素化が可能

ガ
ス
で
作
れ
る
熱
の
範
囲
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・ ガラス溶解炉
・ 焼成炉
・ 圧延炉 等

・ アルミ溶解炉
・ 浸炭炉
・ 焼⼊炉 等

・ 亜鉛溶解炉
・ ベーキング炉
・ 焼付乾燥炉等

・ 蒸気ボイラ
・ ⽔切乾燥炉
・ 遠⾚外線乾燥炉等

・ 温⽔ボイラ
・ 浸管加熱装置等

・ 空調
・ プロセス冷却等

＜主な⽤途＞

⺠⽣⽤

産業⽤
（低温）

産業⽤
（⾼温）

出典︓経済産業省 基本政策分科会及び⽔素・燃料電池戦略協議会資料をもとに当社作成

産業⽤⾼効率バーナー

 CO2排出量が⼤きい産業⽤の⾼温熱分野の多くでは、技術⾯や経済⾯の理由から、⽯炭や⽯油が利⽤されています
 これらの分野において、天然ガスや、将来的には合成メタンを活⽤することにより、確実なCO2排出削減、カーボンニュー

トラル化の実現に貢献します

脱炭素社会における都市ガスの役割②



5 天然ガスへの燃料転換・⾼度利⽤
 カーボンニュートラルに向けて社会全体の低炭素化につながる天然ガスへの燃料転換は、お客さまのエネルギーコストの

上昇を招きますが、これまで培った省エネ技術の導⼊によりその抑制に取り組んでいます
 天然ガスコージェネレーションは、排熱等のエネルギーを⾯的利⽤することで⼤幅な省エネ・省CO2を実現します。また、

停電時に電⼒供給継続を可能にする停電対応型コージェネレーションは、エネルギーレジリエンス向上にも寄与します

燃料転換や天然ガス⾼度利⽤にともない
整備された都市ガス・天然ガスインフラは
将来の合成メタン導⼊時にも利⽤可能

天然ガスへの燃料転換
（熱需要の低炭素化）
天然ガスへの燃料転換
（熱需要の低炭素化）

⼯業炉 ⾼効率バーナー（省エネ技術）

天然ガスの⾼度利⽤
（コージェネレーションの導⼊）

天然ガスの⾼度利⽤
（コージェネレーションの導⼊）

省エネ
省CO2

電⼒系統への
調整⼒提供

停電時の
レジリエンス向上

熱

コージェネレーション

⾯的利⽤

利⽤機器

Ａ重油
＋

従来バーナ

Ａ重油
＋

従来バーナ
天然ガス天然ガス

100
(CO2)

75 45天然ガスへの
燃料転換 省エネ技術

の導⼊

省CO2 省エネ・省CO2

コストアップ コストアップ抑制

出典︓⽇本ガス協会カーボンニュートラルチャレンジ2050を当社⼀部修正

⾼効率
化

低炭素化への取り組み①



6 天然ガスへの燃料転換・省エネの取り組み
 ⽇本全国のこれまで都市ガスインフラのなかった地域やアジア地域においても、⽯油系燃料や⽯炭から都市ガス・LNGへ

の燃料転換・省エネを⾏うことにより、お客さま先や地域の⼤幅な低炭素化を実現しています
 これらの取り組みにより、将来合成メタンを導⼊する際に必要なインフラ（LNG受⼊設備、都市ガス導管等）や利⽤機

器が整備され、カーボンニュートラル実現に向けたスムーズな移⾏が可能になります

⼤王製紙株式会社
三島⼯場さま
（愛媛県）

旭化成株式会社
延岡地区さま
（宮崎県）

重油からの
燃料転換

（⽯灰焼成キルン）

⽯炭からの
燃料転換

（⽕⼒発電）

既存⼯場団地での
電⼒・熱の⾯的利⽤

取り組み取り組み CO2削減CO2削減

▲2.2万t/年

▲16万t/年

▲6.4千t/年

ガスインフラ・利⽤機器ガスインフラ・利⽤機器

エースコックベトナム
株式会社さま
（ベトナム）

⽯炭からの
燃料転換
（ボイラ）

▲7.7千t/年

エネルギー事業者エネルギー事業者

四国セントラルエナジー※1
LNGサテライト設備
ガス導管
ガスアトマイズバーナー

瑞穂町地域
スマートエネルギー※4

双⽇⼤阪ガスエナジー※3

ひむかエルエヌジー※2

瑞穂町地区
スマートエネルギー事業
（東京都・埼⽟県）

停電対応型
コージェネレーション

※1 ⼤阪ガス（75.8%）、テス・エンジニアリング（14.0%）、四国ガス（5.1%）、四国電⼒（5.1%）
※2 宮崎ガス（51%）、⼤阪ガス（34%）、九州電⼒（7%）、⽇本ガス（7%）、旭化成（1%）
※3 双⽇（26%）、双⽇ベトナム会社（25%）、⼤阪ガスシンガポール（49%）
※4 CDエナジーダイレクト（40%）、⼊間ガス（25%）、INPEX（25%）、トーヨーアサノ（10%）

LNGタンク
内航船受⼊設備
LNG気化器
ガス導管
ガスタービンコージェネ等

ガス焚ボイラ

旭化成さま全体の年間
CO2排出量の5％

低炭素化への取り組み②



再⽣可能エネルギー

メタネーションによる
カーボンニュートラル実現シナリオの例

メタネーションによる
カーボンニュートラル実現シナリオの例

⽔
国内製造

⼆酸化炭素

お客さま

グリーン⽔素

海外調達⽔素
利⽤

発電所(再エネの調整電源)

分散型電源
(コージェネレーション・燃料電池)

ローリー・内航船供給
(広域エリア)

7 メタネーションによるガス事業のカーボンニュートラル実現

再⽣可能エネルギーで
⽔素をつくりCO2と

合成することでメタンを製造

都 市 ガ ス
導 管 網

(既存インフラ活⽤)

 熱需要の脱炭素化を実現する技術の⼀つが、再⽣可能エネルギー由来の⽔素とCO2から合成メタンを製造するメタ
ネーションです

 メタネーションは⽔素利⽤の⼀形態ですが、CO2と合成し、天然ガスの主成分と同じメタンに変えることで、既存のガス
供給インフラ、利⽤設備をご利⽤いただけるため、スムーズなカーボンニュートラル化に貢献できます

H2O

LNG・都市ガスインフラとして既に社会実装済み

メタネーション設備
(メタン化)

今後社会実装が必要

合成メタンのサプライチェーン

脱炭素化への取り組み①



産業部⾨等
からのCO2

８ （参考）⽔素と合成メタンのCO 2削減効果
 本来であれば⼤気中に放出されるCO2 （または⼤気中にあるCO2 ）を回収し、メタネーションの原料としてカーボンリサ

イクルしているため、合成メタンを燃焼させても、⼤気中のCO2は実質的に増加しません
 このため、⽔素と合成メタンは、利⽤時にCO2排出の有無という違いはあるものの、化⽯燃料を代替することによるCO2

削減効果は同じです

メタネーション⽔

H2O

トータルで⼤気中のCO2は増えない

⽔素直接利⽤

天
然
फ़
५
利
⽤ 都市ガスインフラ

＋

0

±0

再⽣可能
エネルギー

利⽤機器

⽔
素
利
⽤

利⽤機器

合成メタン利⽤

⼤気中CO2⼤気中CO2

脱炭素燃料への移⾏

出典︓環境省ホームページ

増える

増えない

増えない

CO2
削減効果

は同じ

既存都市ガスインフラ

グリーン⽔素

ガス⽥

⽔素発電(専焼・混焼) 燃料電池(家庭⽤・業務⽤) 燃料電池⾃動⾞
(FCV)

燃料電池フォークリフト
(FCFL)

CH4CH4

CH4CH4

排出

排出なし

排出回収・利⽤

脱炭素化への取り組み②



9 合成メタンが提供する価値
 合成メタンの社会実装は、熱需要の脱炭素化や、既存インフラの活⽤による追加的な社会コストの低減だけでなく、エ

ネルギー調達の多様化によるエネルギーセキュリティの向上に貢献できます。さらに、アジア地域のカーボンニュートラル化
を通じた合成メタン市場の拡⼤により、次世代熱エネルギー産業の実現に取り組みます

製造拠点 供給先

再エネ

LNG⽕⼒

産業熱需要 都市ガス

産業 ⺠⽣・業務

 電化が困難な⾼温熱需要等の脱炭素化

発電燃料
船舶燃料

海外ガス事業者

①熱需要の脱炭素化③ エネルギーセキュリティの向上

 国内の再エネ電⼒を有効活⽤して、
合成メタンを製造し、都市ガス需要家へ供給

②追加的な社会コストの低減
 既存のガス供給インフラ・利⽤設備を活⽤

④アジア地域のカーボンニュートラル化

 海外LNGサプライチェーンのカーボンニュートラル化
によりアジア市場の獲得と脱炭素化に貢献

輸送

再エネ 製造プラント

③ エネルギーセキュリティの向上

 海外の安価な再エネ電⼒を有効活⽤して、
合成メタンを現地製造し、国内外へ輸送

国
内

海
外

製造プラント

合成メタンの製造

国
内

海
外

合成メタンの製造

提供価値

提供価値①
熱需要の
脱炭素化

提供価値③
エネルギー

セキュリティの向上

提供価値②
追加的な

社会コストの低減

提供価値④
アジア地域の

カーボンニュトラル化

次世代
熱エネルギー産業

新たな市場

脱炭素化への取り組み③



10 メタネーション技術と社会実装イメージ
 従来技術であるサバティエ反応メタネーションでは、⽔素製造時、メタン合成時のいずれでも排熱が発⽣する⼀⽅、⾰

新技術であるSOEC※メタネーションは、メタン合成時の排熱を有効利⽤することで従来の約1.5倍の効率が⾒込める
ため、⼤幅なコストダウンが実現するほか、⽔素の調達が不要となります

 社会実装に向けては、要素技術が確⽴しているサバティエ反応⽅式については先⾏して⼤型化に取り組み、2030年を
⽬途に商⽤化、今後要素技術開発に取り組むSOEC⽅式は2040年を⽬途に商⽤化を⽬指しています

従来技術（サバティエ反応メタネーション）従来技術（サバティエ反応メタネーション）

⾰新技術（SOECメタネーション）⾰新技術（SOECメタネーション）

再⽣可能エネルギー

⽔電解 メタン合成 メタン
CH4

排熱

メタン合成
メタン
CH4

⾼温共電解
(SOEC)

SOECメタネーション技術(⼀貫プロセス)

排熱吸熱

熱の有効利⽤

変換効率
55〜60%

変換効率
85〜90%

サバティエ反応

CO

※Solid Oxide Electrolysis Cell（固体酸化物を⽤いた電気分解素⼦）

H2O 排熱

再⽣可能エネルギー

H2O

〜2030〜2030 〜2040〜2040 〜2050〜2050

商⽤化実証

〜2030〜2030 〜2040〜2040 〜2050〜2050

技術
開発

商⽤化技術
開発 実証

サバティエが5年先⾏

合成メタンの技術開発①



11 サバティエ反応メタネーションの取り組み
 INPEXと⼤阪ガスは、INPEX⻑岡鉱場内から回収したCO2を⽤いて合成メタンを製造する実証実験※を2024年度

後半から2025年度にかけて実施します
 本事業で開発するメタネーション設備の製造能⼒は約400Nm3/hを予定しており、現時点で世界最⼤級の規模とな

り、並⾏して10,000Nm3/h（実証スケール）、60,000Nm3/h（商⽤スケール）についても検討を⾏います

合成メタン製造・都市ガス導管への注⼊合成メタン製造・都市ガス導管への注⼊
INPEXさま 新潟県 ⻑岡鉱場に建設予定

再⽣可能
エネルギー

⽔（H2O)

グリーン
⽔素

(⽕⼒発電等)

都 市 ガ ス
導 管 網

（既存インフラ）

H2H2

CO2CO2

メタネーション設備

⼆酸化炭素

INPEXさま ⻑岡鉱場 ガス⽥

CH4

合成メタン

全体システム
構築

INPEXさまINPEXさま

プロセス技術
・触媒

⼤阪ガス⼤阪ガス

400 Nm3/h

※ NEDO助成事業「カーボンリサイクル・次世代⽕⼒発電等技術開発/CO2排出削減・有効利⽤実⽤化技術開発 『気体燃料へのCO2利⽤技術開発』」

実証・商⽤プラントへのスケールアップ検討実証・商⽤プラントへのスケールアップ検討

都市ガス業界が掲げる2030年に都市ガスへの合成メタン1％注⼊実現を⽬指し、
実証スケール(10,000Nm3/h)・商⽤スケール(60,000Nm3/h)の反応器シミュレーション、基本設計、事業性評価を実施

代替天然ガス製造時代に培った当社独⾃の触媒技術
① ⾼活性メタネーション触媒
② 耐久性を⾼める超⾼次脱硫技術

合成メタンの技術開発②



12 SOECメタネーションの取り組み
 SOECメタネーション技術は排熱を有効活⽤することで、従来プロセスの総合エネルギー効率（55〜60%）を⼤幅に

上回る超⾼効率なエネルギー効率（85〜90%）を実現する⾰新的な技術であり、要素技術開発と⼩規模試験を⾏
い、2030年を⽬途に技術確⽴を⽬指します

開発スケジュール開発スケジュール

2022〜2024年2022〜2024年

セルスタック 触媒

熱利⽤

0.1 Nm3/h
（2⼾相当）

2025〜2027年2025〜2027年

電⼒ メタン
等

400 Nm3/h級
（1万⼾相当）

実
証
事
業
ष

2028〜2030年2028〜2030年

SOECセル プロトタイプ ベンチスケール パイロットスケール

SOEC⾼温電解装置 メタン化反応装置
H2

CO

排熱の有効活⽤
発熱反応吸熱反応

合成メタン

総合エネルギー効率85〜90%が実現可能

再エネ

H2O

CO2

⼤気中

SOECメタネーション技術SOECメタネーション技術

電⼒ メタン
等

10 Nm3/h級
（200⼾相当）

H2O
H2O

合成メタンの技術開発③



13 合成メタン製造コストの⾒通し
 合成メタンの製造技術進展とスケールアップ、コスト最⼩化となる適地選定などにより、合成メタン製造コストを2050年に

50円/Nm3（CIF価格）とすることを⽬指します
 これは⽔素⽬標価格を下回る⽔準であり、合成メタンには製造以降の追加インフラ投資が不要という利点もあります

合
成

メタ
ン製

造
コス

ト
(C

IF
価

格
) サバティエ

（従来技術）

合成メタン⽬標⽔準︓40〜50円/Nm3 50円

SOEC
（⾰新技術）

2040年 2050年2035年2030年

120円

（円／Nm3-CH4）

サバティエ

SOEC ~400Nm3/h ~10,000Nm3/h ~60,000Nm3/h

~10,000Nm3/h ~60,000Nm3/h

（円／Nm3-CH4）

0

50

電
⼒

SOECメタネーションコスト内訳イメージ
（2050年）

SOECメタネーションコスト内訳イメージ
（2050年）

40

※ 輸送・運転費・副⽣酸素販売

CO2

⼤規模化・⾰新技術導⼊の効果（2030〜2050年）
電⼒ ︓変換効率向上で約33%削減
設備費︓スケールアップで約50%削減

⽔素⽬標62円

設備費

グリーン電⼒

CO2

その他※

CAPEX

OPEX

価格 120円 (2030年) 50円 (2050年)

設備費 ⽔電解装置・メタン合成装置 SOEC電解装置・メタン合成装置

原料費 グリーン電⼒︓4.5円/kWh CO2︓3,000円t-CO2 グリーン電⼒︓約3円/kWh CO2︓2,000円/t-CO2

都市ガスの1% 都市ガスの90%

150

100

50

合成メタンの技術開発④

⽔素の⽬標「20円」を
メタンと熱量等価に換算



14 海外メタネーション適地選定・サプライチェーン構築
 2030年の合成メタン社会実装開始には、国内だけでなく海外メタネーションも選択肢の⼀つとなるため、再エネが安価

な産ガス国を中⼼に合成メタンの製造適地を探索し、既存LNG設備（液化・輸送）を活⽤した輸⼊も想定しています
 製造適地の⼀つである豪州において、現地のガス配給・発電事業者であるATCO Australia社と「豪州でのメタネー

ション事業の実現可能性調査」を開始しています

⽇本・アジアへの
合成メタンの導⼊

中東

豪州

⽶国

豪州におけるメタネーション事業に関する共同スタディ

スコープ メタネーションパイロットプラント建設に向けたFS

実施者 Osaka Gas Australia社
ATCO Australia社（ガス配給・発電事業者）

検討項⽬

① プラント建設場所
② 原料（⽔素・CO2）調達、合成メタン販売⽅法
③ メタネーション技術プロバイダー
④ ビジネスモデル検討、経済性評価

（豪州国内供給、⽇本など海外への輸出）

北⽶・豪州等における事業可能性の調査

実施者 東京ガス・三菱商事

マレーシアにおける事業可能性の調査

実施者 東京ガス・ペトロナス・住友商事

⽶国における事業可能性の調査

実施者 JERA

出典︓2022年1⽉24⽇ メタネーション取組マップ2022（案）（第4回メタネーション推進官⺠協議会）をもとに当社作成

合成メタンの製造・供給



15 合成メタンの市場規模
 現在の国内都市ガス需要に加えて、LNG⽕⼒発電・船舶燃料・海外LNG市場などへの展開により、4〜11兆円規模

の合成メタンの市場が想定され、今後も、⽯炭・⽯油の天然ガスへの燃料転換によりさらなる市場拡⼤に取り組みます

市場規模

需要(2050年時点)製造

国内
合成メタン製造

海外
合成メタン製造

国内都市ガス※1

2900万 t-LNG
（400億 Nm3）

船舶燃料※3

490万 t-LNG
(67億 Nm3)

1

2

3

合計市場規模

40〜50円/Nm3

（LNG価格相当）

４

※1 グリーンイノベーション基⾦事業「CO2等を⽤いた燃料製造技術開発」プロジェクトに関する研究開発・社会実装計画における国内都市ガス販売量想定（2050年）
※2 IEA WEO2021の公表政策シナリオにおける⽇本のLNG⽕⼒の発電電⼒量（2050年）から燃料消費量を算定
※3 国⼟交通省「国際海運におけるゼロエミッションに向けたロードマップ（カーボンリサイクルメタン移⾏シナリオ）」における合成メタン導⼊⽬標（2050年）
※4 低位︓bp「Statistical Review of World Energy 2020」における東南アジア（タイ、シンガポール、マレーシア）のLNG輸⼊量（2019年）

⾼位︓IEA WEO2021の公表政策シナリオにおけるASEANの発電⽤除く天然ガス需要量（2050年）

さらなる需要拡⼤の取り組み

1

2

3

4

 産業⽤⾼温熱需要向け燃料
の天然ガスへの転換

 省エネ技術（コジェネ等）の
導⼊

 発電燃料の天然ガスへの転換

 LNGバンカリングの推進

 熱需要、発電需要向け燃料
の天然ガスへの転換

 省エネ技術（コジェネ等）の
導⼊

国内LNG⽕⼒※2

1850万 t-LNG
（250億 Nm3）

63〜184百万 t-LNG
(860~2,500億 Nm3)

合計市場規模
3.9〜11.3兆円

サバティエ/SOEC

バイオメタネーション※

（地産地消）

サバティエ/SOEC

※微⽣物反応によって⽔素と⼆酸化炭素
をメタンに変換する技術

海外
LNG市場※4

1,100〜13,200万 t-LNG
(150〜1,790億 Nm3)

メタネーション技術の市場展開①



16 カーボンリサイクル産業への展開
 SOECメタネーションに⽤いる「SOEC⾼温電解」は、合成ガス（H2＋CO）製造技術であるため、メタン以外の各種燃

料や化学品原料への活⽤など様々な化学素材製造への展開が可能で、カーボンリサイクル産業を⽀える技術です
 将来においても残存しうる「排出回避が困難なCO2」を資源としてカーボンリサイクルを実現するための⾰新技術の開発

に取り組みます

SOEC⾼温電解再エネ

H2O

鉄鋼・化学・窯業等

CO

合成メタン

合成ガス※製造
（基幹物質）

次世代
熱エネルギー産業

メタン化

排出回避困難
CO2

炭化⽔素
e-ナフサ
メタノール

エタノール等

その他反応

活⽤が期待される
化学製品例

ポリエチレン
（レジ袋、ラップ）

ポリプロピレン
（ストロー、医療機器）

ポリ塩化ビニル
（消しゴム、ホース）

ポリスチレン
（CDケース、⾷品トレイ）

PET樹脂、ポリエステル
（ペットボトル、繊維）

ABS樹脂
（家電筐体）

ポリウレタン
（スポンジ、⾃動⾞部品）

ゴム
（タイヤ、チューブ）

第6回グリーンイノベーションプロジェクト部会エネルギー構造転換ワーキンググループ
資料5「カーボンリサイクル関連プロジェクト（化学品分野）の研究開発・社会実装の⽅向性」P8をもとに当社作成

各種燃料
化学品原料

カーボンリサイクル産業

CO2の資源化

メタネーション技術の市場展開②

※⼀酸化炭素と⽔素の混合ガスであり、
化学⼯業⽤原料の1つ



17 合成メタンの社会実装に向けた課題と政策要望
 次世代熱エネルギー産業・カーボンリサイクル産業の実現に向けては、⺠間事業者による取り組みだけでなく、政府によ

る強⼒な政策⽀援も不可⽋と考えます
 技術開発のための継続的な⽀援、合成メタンの製造コスト回収の予⾒可能性向上、需要家がCO2削減価値を享受で

きるルール整備、市場拡⼤のための天然ガスへの燃料転換⽀援のご検討をお願いします

次世代
熱エネルギー産業

技術確⽴

実⽤化
社会実装

普及拡⼤

メタネーションプラントの⼤型化
⾰新的メタネーション技術確⽴

課題課題 政策要望政策要望

要素技術研究開発から実証・商⽤化までの
継続的な技術開発⽀援

2050年までの移⾏期における
製造した合成メタンの価格

合成メタン利⽤時の
国・企業のCO2排出量のカウント

2030年に都市ガスへの1%注⼊実現のために、
メタン製造事業の予⾒可能性を向上させる

コスト回収の仕組みの導⼊

国内外での合成メタンのCO2削減価値の確⽴
およびその関連するルール※への反映

※国内法、IPCCガイドライン、GHGプロトコル等

国内外における合成メタン需要 移⾏期における天然ガス燃料転換に経済的⽀援
アジアにおけるLNG需要拡⼤に向けた働きかけ

製
造
側

利
⽤
側

カーボンリサイクル産業

新産業実現にむけて




